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　　　　（平成８年度基準に換算）�

４． 今後の方向性

! 品確法との関連

平成１７年４月１日から施行され

た「公共工事の品質確保の促進に

関する法律」（以下「品確法」と

いう）で位置づけされた，「価格

だけではなく技術力などを総合的

に評価する入札方法」が導入さ

れ，今までは入札時に一番安いと

いう理由で発注されていた工事が

品質確保の観点からも総合的に評

価されて発注されることとなりま

した。すなわち，少し高くても品

質の良い工事が行える業者を選定

するということです。

このことは，これまでとにかく

安くすれば良いという一次元で評

価してきたコスト縮減の取り組み

にも影響を与えるものです。総合

評価落札方式では，入札予定者か

らの提案に基づき，品質の向上の

ためにその提案内容を予定

価格に反映する仕組みがで

きたため，品質向上のため

の費用が大きくなればその

分コスト縮減の評価は縮小

あるいはマイナスに評価さ

れます（図―４参照）。こ

れでは品確法で推奨されて

いる総合評価落札方式を採

用すると，現在のコスト縮

減の評価指標では評価が縮

小あるいはマイナス評価さ

れてしまい，努力しても評

価が伴わないという矛盾が

生じることとなります。

図―４ 価格競争から，品質を含めた総合的な競争へ!

図―５ 価格競争から，品質を含めた総合的な競争へ"
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図―６　新たなコスト縮減評価指標研究会（仮称）の設置案�

図―７　設計段階におけるコスト縮減の推進について�

図―８　設計アドバイザーの試行について�

したがって，今後総合評価落札方式の増加にあ

わせて，品質向上分についても新たに評価対象と

するなどコスト縮減の評価を再考す

ることが必要となります。文字通

り，公共工事は必要なコストでより

良いものを作ることであり，そのた

めの評価指標がコスト・品質の両面

から整理されることが必要となりま

す。つまり，コスト縮減の取り組み

は，単にコストを下げるというある

一面のみの取り組みから，適正な価

格で品質を向上させるというファク

ターも併せ持った，新たな公共事業

の適正実施のための取り組みにして

いかなければなりません。

現在のこの検討については，平成

２０年度以降の適用を目指して，別紙

委員会で検討を進め，今年度末まで

にとりまとめを行う予定です（図―

５，６参照）。

! 設計の重点化

平成１５年度に行った設計総点検

（http : //www.mlit . go . jp/kisha/

kisha04/13/131001_.html）では，

設計段階においてコスト縮減の議論

をしっかり行うことがとても重要で

あり効果的であることが裏付けられ

ました。しかも，基本的な構造条件

など設計段階でしか盛り込むことが

できないものもありますので，この

ような内容は施工段階で検討しても

すでに手遅れで，その改善には大幅

な手戻りが生じることになります。

もちろん，設計段階では，地盤条件

や地域の要望などがまだ十分判明し

ていないため，ある程度条件を想定

してコスト縮減の議論を行うわけで

すが，設計段階でなければ採用する

ことのできない施策については，

後々の憂いにならないように，しっ

かり設計段階で検討することが必要なのです。

コスト縮減の取り組みと方向性 特集

建設マネジメント技術 2005年 12月号 ７



このため，今後は，

! 国土交通省における工事設計について「予備

設計段階における設計VEの原則実施」や「設

計アドバイザー制度の適用推進」（図―７，８

参照）

" さらには計画，設計，施工および管理に関係

する担当者が連携してそれぞれの事

業段階でコスト縮減や品質確保の議

論を行い，その結果を手堅く引き継

いでいくシステムとして「コスト縮

減へのトータルマネジメント手法の

導入」（図―９，１０参照）

などに重点化を図っていきたいと考え

ています。

# 工事コスト縮減の限界性

これまでの取り組みで蓄積された各

工事のコスト縮減データを分析するこ

とで，今後のコスト縮減率の動向を展

望しました。工事コスト縮減額につい

ては，すでにさまざまな取り組みを行

ってきたこともあり，トップクラスの

取り組み工事と平均的な取り組み工事

との差が徐々に縮まりつつあります。

さらに，そのトップクラスの工事のコ

スト縮減率は最近ほとんど伸びていま

せん。つまり，工事コスト縮減のアイ

ディアがほぼ出揃った状況と考えら

れ，これ以上の縮減を工事コストに求

めることは困難と考えています。

もちろん，工事コスト縮減の取り組

みは陸上競技のようなもので，新記録

を出したからといって次のレースで手

を抜くと記録は落ちます。工事コスト

縮減も毎年度ごとの評価を行っている

ため，現在の水準を維持しようとする

と，いままでと同じだけの努力を払わ

なければ現状維持すら困難なので，今

後とも気を引き締めて工事コスト縮減

に対応していかなくてはなりません。

今後は工事コスト縮減だけではな

く，スピードアップやライフサイクル

コストの縮減を図るとともに，規制や

基準の見直しによるコスト縮減や技術

図―９ コスト縮減へのトータルマネジメント手法の導入!

図―１０ コスト縮減へのトータルマネジメント手法の導入"

図―１１ 工事コスト縮減率の伸びの逓減について!
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開発によるコスト縮減など，構造物

の構造そのものの見直しや新技術の

導入によりさらなるコスト縮減に努

力をしていかねばなりません（図―

１１，１２参照）。

５． さいごに

コスト構造改革の取り組みに当たって，以下の

基本的な考え方に十分留意し，コスト縮減の取り

組みが目指すべきものを見失わないようにする必

要があります。

コスト構造改革の取り組みの目的の一つには，

関係者のコストに対する意識改革があげられま

す。今後，取り組みの効果を上げるためにも，関

係者一人ひとりがコスト意識を持って取り組むこ

とが不可欠です。また，関係者はしっかりコスト

縮減に取り組んでいればいつか国民の理解がいた

だけるものと思いこみ，積極的な外向きのアピー

ルを怠り，内向きの取り組みとして努力している

きらいがありますが，実はコスト縮減の取り組み

は外向きの取り組みであり，積極的にコスト縮減

の取り組み状況や成果を世間にアピールしていか

なければなりません。そうしないと国民のどなた

の理解も得られません。事業者にコスト構造改革

の実施状況をフォローアップして結果を公表する

など，説明責任を果たす以上の気概を持って，広

く国民にアピールしていかなければなりません。

また，コスト構造改革の取り組みについて「安

ければなんでも構わない」「コスト縮減した分，

予算を減らすことができる」との外部からの一方

的な誤解も見受けられます。社会資本を整備する

手段としての公共工事は，「より良いものを適正

な価格で提供する」という観点において実施する

ことが求められています。さらに，「厳しい財政

事情の下，限られた財源を有効に活用し，効率的

な公共事業の執行を通じて，社会資本整備を着実

に進め，本格的な高齢化社会の到来に備えるに

は，有効な諸施策を実施し，公共工事コストの一

層の縮減を推進する必要がある。」との認識が不

可欠です。

さらに，コスト縮減の取り組みに当たっては，

社会資本施設が本来備えるべき基本機能・品質の

確保，および下請け企業などへの不当なしわ寄せ

の防止が前提となっています。

先日，コスト縮減という圧力を理由に不適切な

建築設計をした事件が発覚しましたが，公共事業

に携わる技術者は，国民の安全と豊かさを実現さ

せることが使命であることをしっかり自覚し，そ

の中で技術力を高める努力を払い，持ちうる技術

力を駆使してできる限りのコスト縮減を図ること

が仕事であり，それが真の技術者の醍醐味ではな

いでしょうか。

図―１２ 工事コスト縮減率の伸びの逓減について!
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